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社会背景と研究目的

①「核家族化や非婚化、晩婚化といった家族構造の変化」や「都市部への人口流動」により、『単身世帯が増加』

▷個々の人間関係や地域コミュニティの維持が困難。中高年層のみでなく若年層においても社会的孤立者が増加。

②現代のデジタル社会において、SNSやその他のインターネットプラットフォームを通じた他者との交流が可能

▷対面での接触に依存しない新たな社会的結びつきの形態が進展。とくに若年層において、デジタルコミュニケー
ションの普及が著しく個人の感じる孤立感を減少させる一面を持つ反面、対面による交流を好まない人々にとっては、
一方的につながりを断つことで、孤立を選択するリスクも生じている。

③個人の要因だけでなく、社会的な要因も相まって増加傾向にあるひきこもりであるが、その原因は多様。さらには、
ひきこもり問題は支援の面でも課題が存在している。

支援機関は存在するものの、社会的に孤立しているが故に、情報が届かず、支援機関の認知や利用経験が十分でない。
ひきこもり当事者やその家族が適切な支援にたどり着いていないケースも存在する。

＊そこで本章は、こども家庭庁(2023)「こども・若者の意識と生活に関する調査」の二次的利用により、「ひきこも
りの有無」とその背景にある主な要因に焦点を当て、分散分析を行うことでひきこもり問題への理解を深めるととも
に、効果的な政策提言のための基盤を築くことを目指す。 3



社会的孤立に関する研究
人間関係の希薄さと保健・医療・福祉的な困難との結びつきについて論じた研究は、Durkheim(1897)の『自殺論』に遡ることができると考えられている 。

・曖昧なものとなっていた人間関係の希薄さを捉えるための3つの概念

「独存(aloneness)」、「社会的孤立(social isolation)」、「孤独(loneliness)」

独存：最も素朴に「ひとりであること」を表す概念

社会的孤立：独存の下位類型として客観的な側面に焦点を当てた概念

孤独：主観的な側面に焦点を当てた概念

社会的孤立に関する研究の端緒としては、Townsendが挙げられる。

Townsend(1963)による社会的孤立：「家族やコミュニティとほとんど接触がない状態」と定義

▷他者との交流の頻度等の観点から客観的に捉えられている。

一方で、孤独は「他者や社会との関係・交流などの仲間付き合いに対する主観的な感情をともなう状態」

AD Ong(2016)では、社会的孤立は「他人との社会的接触が最小限となっている客観的状態」

一方、孤独は望んでいる感情と大切な人との親密さが欠如した主観的な状態であり、寂しさの状態をともなうとしている。

孤高(solitude)は「社会や他者との交わりから意図的に距離をとっているため社会的接触が少なくなっている状態」

孤独は「望まずして社会的交流の質が欠けている状態」 4



社会的孤立に関する近年の先行研究 
藤森(2022)「身元保証や死後の手続きを誰が担うのか身寄りのない単身高齢者が陥る社会的孤立」

コロナ禍以前より問題とされていた地縁や血縁、社縁といった共同体機能の脆弱化が、コロナ禍により孤立が一層深刻になり顕在化したとし、
社会的孤立の実態と対策を探っている。

▷「社会的孤立」とは、他者との関係性が乏しい客観的状態とし、寂しいとか独りぼっちといった主観面を表す「孤独」とは異なる概念であ
るとしている。

みずほリサーチ&テクノロジーズによる調査を参考に、「会話の欠如」や「頼れる人の欠如」、「手助けする関係の欠如」が、高齢単身男性
(65歳以上)に多く見られることを指摘してしている。

その後、社会的孤立の問題点として、「日常生活や緊急時において、必要な支援を受けることが難しくなること」、「他者との関係性の欠如
は生きる意欲や自己肯定感の低下を招くこと」、「経済的な厳しさに社会的孤立が加わると、生活困窮が一層深刻になること」を挙げ、伴走
型支援が有効であると指摘している。

新村 (2023)「高齢者の社会的孤立・孤独と不安・抑うつ」

アメリカ、ドイツ、スウェーデン、アイルランドで行われた調査・研究に触れ、高齢者が社会的孤立状態に陥ると、孤独が深まり、不安と抑
うつにつながることを指摘している。

その後、高齢者の不安や躁鬱は、ライフストーリーを含めて形作られ、発症状況の個別性も高いとし、社会的孤立・孤独を解消するアプロー
チに加えて、精神療法的アプローチも活用することで、不安（現実不安・適応不安）を受け止め、不安を肯定し、生活のあり方に変化をもた
らし、高齢者の「喪失と再生のダイナミズムを日常的に生きること」を支えるようにしていくことが大切であるとしている。
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社会的孤立に関する近年の先行研究 
井手 一茂・近藤 克則(2023)「高齢者の社会的孤立・孤独の疫学研究」

社会的孤立の定義を上述したTownsendが提唱したものを採用している。

社会的孤立・孤独に関連する疫学的研究に基づき、社会的孤立の有病割合や地域間格差、新型コロナウイルスの流行長期化による影響を概説
している。交流や社会参加が減少した高齢者はそうでなかった高齢者と比較して、鬱状態やフレイル のリスクが高いことを明らかにしてい
る。

今後は、社会的孤立・孤独状態にある、もしくはリスクの高い個人を社会へと繋げる「個人レベルの対策ではなく、社会的孤立・孤独の状態
になりにくい地域や社会レベルの対策を進めていく必要がある」としている。

内閣府「孤独・孤立の実態把握に関する全国調査（令和3年人々のつながりに関する基礎調査）」

2021年から「顕在化してきている孤独や孤立の問題に政府として対応するため、孤独・孤立対策担当大臣が司令塔となり、政府一体となっ
て対策を推進する」ことを背景に開始された。

調査の結果

孤独感を抱えている割合が最も高いのは30代であり、次いで20代であった。一方、割合が最も低いのは70代である。また、女性と比べ、男
性の方が孤独感を感じており、年齢階級別にみても、男女ともに30歳代の割合が最も高くなっている。20代と30代の年代が他の年代に比べ
て孤独感を抱いていたことからも、孤独は高齢者だけの問題ではないことがわかる。

＊少子高齢化もあり、近年の社会的孤立に関する研究は主に都市部における高齢者に焦点が当てられてきたが、ひきこもりを筆頭に、
若年層の社会的孤立者も増加傾向にある。
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データの概要
• 調査概要

サンプリング方法：層化二段無作為抽出法

対象：全国の10歳~39歳までの2万人、および40歳~69歳までの1万人

有効回収数：10歳~14歳は1,520人(有効回収率:54.0%)、15歳〜39歳は7,035人（有効回収率：40.9%）40歳~69歳は
5,214人（有効回収率：52.1%）

調査期間：2022年11月10日〜25日

調査方法：主に郵送法が採用され、オンライン回答も併用。

ひきこもりの定義

厚生労働省による「様々な要因の結果として社会的参加（義務教育を含む就学、非常勤機を含む就労、家庭外での交
遊など）を回避し、原則的には6ヵ月以上にわたって概ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での
外出をしていてもよい）を指す現象概念である。」を採用している。

▷社会的自立に至っているかどうかに着目し、外出頻度に関する設問で「趣味の用事のときだけ外出する」、「近所
のコンビニなどには出かける」、「自室からは出るが、家からは出ない」、「自室からほとんど出ない」のいずれか
を選択した者のうち、現在の状態となって6か月以上かつ、特定の条件に該当しない者 を「広義のひきこもり」と定
義している。
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データの概要
ひきこもりの割合(こども家庭庁(2023)「こども・若者の意識と生活に関する調査」)

生産年齢人口のうち15〜39歳は2.1％、40〜64歳は2.0％(全国に約146万人)

＊内閣府(2019)「生活状況に関する調査報告書」

2015年時点：15歳~39歳のひきこもり総数は人口の1.57％(54.1万人)

2018年時点：40歳~64歳のひきこもり総数は人口の1.45％(61.3万人)

データの特徴

10歳~14歳、15歳~39歳、40歳~69歳の3区分で調査項目が異なっている。

40歳~69歳の区分では、普段の活動や外出状況、困難に直面した経験、相

談・支援に関して

10歳~14歳、15歳~39歳の区分では、上記の項目に加え、人生観や充実度、

将来像、人とのつながりに関しても調査も実施されている。

以下、本章では15歳~39歳、40歳~69歳を対象に分析を行う。
出典：こども家庭庁(2023)「こども・若者の意識と生活に関する調査」
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図表１：基礎集計表

9



都市規模と就業経験、居場所
都市規模

15~39歳および40~69歳の両区分で、都市の規模が大きくなるにつれて、ひきこもりの割合が高くなる傾向がある。

40~69歳の区分では、この傾向がより顕著である（図表１）。

ひきこもり当事者のうち就業経験がある割合

15歳~39歳は68.1%、40歳~69歳は93.5%であり、ひきこもり当事者の多くが過去に社会参加を行い、何らかの就労を経験している。さらに、
ひきこもりになった主な理由として、21.5%は「退職」を挙げ、18.1%は「新型コロナウイルス感染症の流行」としている点からも、個人の
要因だけでなく、社会的要因も影響していることが示唆される。

居場所(15歳~39歳)

自分の部屋や家庭（実家や親族の家を含む）、学校（卒業した学校を含む）、職場（過去の職場を含む）

地域（図書館や公民館や公園など、現在住んでいる場所やそこにある建物など）、インターネット空間（SNS、YouTubeやオンラインゲー
ムなど）

以上の５箇所が、それぞれ居場所(ほっとできる、居心地のいい場所)になっているか

▷ひきこもり群は自分の部屋（81.3%）が最も高く、ひきこもり群以外では家庭(87.4%)が最も高い。

次いで、ひきこもり群ではインターネット空間(72.9%)が高く、家庭(68.1%)を抜いている。

以降、居場所に関しては６箇所に対して居場所になっている場合を1点とし、0~6点でスコア化を行っている。 10



幸福感と孤独感

幸福感(現在の主観的な幸福感に関する設問で、回答は４点尺度) 

▷ひきこもり群以外は85.1%が幸福を感じている

ひきこもり群は、「そう思う」の回答者が17.4%であり、

「どちらかといえば、そう思う」の31.9%と合わせても、肯定的な回答が約5割にとどまる。

孤独感(「UCLA孤独感尺度」の日本語版 の3項目短縮版)

3つの項目への回答を「決してない」を1点から「常にある」を4点へとスコア化

その合計スコアについて便宣的に3点を「決してない」、4〜6点を「ほとんどない」、7〜9点を
「時々ある」、10〜12点を「常にある」として4区分(１〜４)に整理している。

▷ひきこもり群のうち孤独感を感じている人の割合は82.0%であり、ほとんどの人が孤独感を感
じていた。また、ひきこもり群以外でも、66.4%が孤独感を感じており、現代社会において人々
の間の結びつきが弱まっている傾向が現れている。
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「家族との会話、ネット上の会話」と「相談できる人がいる場所の数」、

「困ったときに助けてくれる人がいる場所の数」

＊「家族・親族」、「学校で出会った友人」、「職場・アルバイト関係の人」、「地域の人」、「イン
ターネット上における人やグループ」との関わりに方に関して、それぞれ５つの質問を行い、回答は４点
尺度である。

家族との会話、ネット上の会話

「会話やメール等をよくしている」の設問にて「そう思う」、「どちらかといえばそう思う」と回答した
場合に1点とし、「どちらかといえばそう思わない」、「そう思わない」の回答を0点とし、スコア化を
行っている。

相談できる人がいる場所の数

「何でも悩みを相談できる人がいる」の設問にて、それぞれの場所で「そう思う」、「どちらかといえば
そう思う」と回答した場合に１点として０〜５でスコア化を行っている。

▷0に近いほど相談できる人がいる場所の数が少なく、5に近いほど相談できる人がいる場所の数が多い。

困ったときに助けてくれる人がいる場所の数については、同様の処理を行っている。
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ひきこもりになった最大の原因

設問：あなたの外出状況が現在の状態になった最も大きな理由は何ですか

回答：17項目 (5つに分類)

結果

1つ目は「不登校・挫折(2〜7番)」25.6%

2つ目は「人間関係(1・8・9番)」20.1%

3つ目は「環境変化(11〜14番)」34.2%

4つ目は「病気(10番)」10.5%

5つ目は「その他(15〜17番)」9.6%

ひきこもり当事者があげる最大の原因は「環境変化」であり、特に退職(14.9%)が1番高く、次いで新型コロナウイルス感染症の流行(12.3%)が挙げられ

る。

労働政策研究・研修機構(2017) 

雇用保険（失業給付基本手当）の受給期間中に再就職先が見つかった人は４割程度であり、受給期間終了後１年以上経過した調査時においても再就職

先が見つかっていない人が約４人に１人いることからも、再就職の課題が示唆される。

背景として、日本の労働市場が抱えている慢性的な雇用の不安定性が考えられる。

非正規雇用やパートタイムの増加、安定した雇用形態の減少などは、職歴の形成を妨げ、再就職の障害となる。このような状況下で、再就職が困難だ

と感じる個人は経済的な不安や自己価値感の低下、社会的孤立感などを経験する。労働市場の構造的な問題や個人レベルでの支援が必要とされ、政府

や市区町村による雇用政策の改善や再就職支援の強化、そして個々の労働者へのキャリアカウンセリングの機会提供などが、再就職率の向上させ、結

果的にひきこもりの予防となる。

1：学校になじめなかったこと
2：小学校時代の不登校
3：中学校時代の不登校
4：高校時代の不登校
5：大学（専門学校、短期大学等を含む）時代の不登校
6：受験に失敗したこと（高校・大学等）
7：就職活動がうまくいかなかったこと
8 ：職場になじめなかったこと
9：人間関係がうまくいかなかったこと
10：病気
11：妊娠したこと
12：退職したこと
13：介護・看護を担うことになったこと
14：新型コロナウイルス感染症が流行したこと
15：その他
16：特に理由はない
17：わからない
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支援施設の認知度

＊子供・若者を対象とした育成支援機関等の13施設 

知っている施設がある場合を１点とし、0~13でスコア化を行った。

ひきこもり群

支援機関の認知率は職業安定所・ジョブカフェ・地域若者サポートステーションな
どの就労支援機関が59.0%で最も高く、以下、児童館（40.3%）、児童相談所・福
祉事務所などの児童福祉機関（36.8%）の順となっている。

ひきこもり地域支援センターや精神保健福祉センターの認知率は13.9％と13.2％と
極めて低く、支援施設に対する認知度に不均等性が存在する。

ひきこもり群以外

ひきこもり地域支援センターは10.5%、精神保健福祉センターは14.8%であり、ひ
きこもりの問題を抱える個人だけでなく、その家族へ必要な情報が行き届いていな
い可能性がある。

また、いずれかの支援機関等を認知しているひきこもり郡のうち、利用経験がある
割合は52.7％であり、ひきこもり郡全体でみると約4割まで減少する。

・精神保健福祉センター
・ひきこもり地域支援センター
・発達障害者支援センター
・子ども・若者総合相談センター、教育相談所、
相談室などの相談機関

・児童相談所・福祉事務所などの児童福祉機関
・教育支援センター（適応指導教室）
・青少年交流の家、青少年自然の家等
・職業安定所（ハローワーク）・ジョブカフェ・
地域若者サポートステーション等の就労支援機関

・児童館
・フリースクール（フリースペース）
・通信制高校のサポート校
・青少年センターや青少年プラザなど、若者の自
主的な活動を支援する施設
・その他民間の機関（自然体験活動、学習支援、
就労支援、ひきこもりの支援など若者育成支援を
行うNPOなど）
・どれも知らない
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分析結果1(ひきこもり有無)

＊ひきこもりの有無を基準に一元配置分散分析を行った結果が図表２である。

統計的に有意に差が見られた項目

性別、孤独、幸福感、家族・親族との会話、困ったときに助けてくれる人がいる場所の
数、安心できる居場所の数、相談できる人がいる場所の数、支援施設の認知度、支援施
設の利用経験 

孤立感と幸福感

ひきこもり郡の方が孤独感を感じており、幸福感も低い結果である。

ひきこもり当事者が自発的に社会参加を辞め、好んでひきこもりを選択しているのであ
れば、「主観的幸福感に差はない（もしくは、幸福感が高まる）」という仮説が浮かび
上がるが、統計的に有意な差が見られたことからも、一定数のひきこもりは自らが望ん
でひきこもりを選択しているのではなく、むしろ社会的要因によって追い込まれている
ことが考えられる。

また、ひきこもりという社会的に孤立している状況は、外部との接触を行わないため、
孤独感が増大し、結果として幸福感が低下していることも考えられる。 15



分析結果1(ひきこもり有無)

他者との会話

家族・親族との会話に関して、平均値を比較すると、ひきこもり郡は0.674であるのに対し、非ひきこもり郡では0.851となっている。

▷F検定の結果からも、この差は統計的に有意であり、ひきこもり郡の方が家族や親族と関係が希薄化していることがわかる。

一方で、ネット上の会話に関しては、ひきこもり郡と非ひきこもり郡の間には統計的に有意な差は見られなかった。

▷ひきこもり郡と非ひきこもり郡のネット上の会話は同程度

家族との会話とネット上の会話の主な相違点として、家族との会話は感情や個人の経験を共有するといった本質的な交流である一方、ネッ
ト上の会話はより広範なコミュニティを選択的に参加可能であるので、表層的で断片的な交流にとどまることが多い。

ひきこもりを筆頭とした社会的孤立者が必ずしも全てのコミュニケーション手段を拒絶することを意味しているわけではなく、むしろネット
上での活動を通じて、従来とは異なる形での社会的関与を維持しようとしていると考えられる。(ひきこもり支援の初期段階において、イン
ターネットを通じた社会的交流をサポートするような柔軟なアプローチも必要であると考えられる。)

その他の項目

困ったときに助けてくれる人がいる場所の数、居場所の数、相談できる人がいる場所の数、支援施設の認知数に関しては、すべて統計的に
有意な差が見られ、ひきこもり郡の方が低い。

例えば、支援施設の認知数の平均値は、ひきこもり郡が3.1、非ひきこもり郡が3.8であり、ひきこもり郡の平均認知数が低い傾向にある。

背景として、ひきこもり郡は非ひきこもり郡と比較して情報へのアクセス機会が失われていることが考えられる。ひきこもり当事者やその家
族が必要な支援を受ける機会を増やすためにも、地域社会全体における支援施設の認知度向上に向けた情報啓発活動やアクセスの改善は必須
である。 16



図表２-１：分散分析の結果１(15~39歳・ひきこもりの有無)
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図表２-１：分散分析の結果２(15~39歳・ひきこもりの有無)
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分析結果2(ひきこもりとなった最大の原因)

図表３は、前述したひきこもりとなった最大の原因別に分散分析を行ったものである。

F検定の結果、幸福感(F=3.114、p<0.05）および、安心できる場所の数(F=3.906、p<0.05)のみ統計的に有意な差が
認められた。

幸福感

幸福感に関して、その他以外の項目をみると、人間関係が原因でひきこもりとなった人の幸福感が最も低く、次いで、
病気、不登校・挫折、環境変化の順であった。

本研究におけるひきこもりの定義は、外出頻度に基づいたものであるため、全サンプルで人間関係が希薄であること
が想定される。

しかし、最大の原因として人間関係挙げた郡の幸福感の平均値は3.0、環境変化を挙げた郡の平均値は2.3であり、統
計的に有意に差が確認された。

人間関係によりひきこもりとなった人の幸福感が最も低いという結果は、人間関係の欠如や不信感がひきこもり当事
者の幸福感に深刻な負の影響を与えることが示唆される。

孤独感および家族・親族との会話に関しては統計的に有意な差は確認されなかったものの、人間関係が原因でひきこ
もりとなった群の孤独感の平均値は1.4と、他の原因群と比較して顕著に孤独感を抱いている。家族・親族との会話に
関しても、人間関係を上げた郡の平均値が0.5と他の郡と比較して、最も低い値を示している。人間関係の欠如や対人
関係の摩擦が自己評価の低下を招き、孤立感を高めることで、結果的に幸福感に影響を与えていると考える。
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分析結果2(ひきこもりとなった最大の原因)

居場所の数

ひきこもりの原因別に居場所の数の平均値を比較すると、その他の原因を挙げた群が最も多
く3.5であり、次いで不登校・挫折の3.4、環境変化の3.0、人間関係の2.6、病気の2.0の順であっ
た。

標準偏差を考慮すると、居場所の数の分散が最も小さいのは人間関係（0.908）であり、最も大
きいのは環境変化（1.593）である。一方で、人間関係が原因でひきこもりとなった群では、居
場所の数が相対的に少なくなっている。

人間関係の欠如や対人関係の摩擦が、安心できる場所の確保を困難にしている。一方で、不登
校や挫折が原因である場合、居場所の数は比較的多い傾向がある。平均値は3.4であり、ひきこ
もり郡以外の3.8とあまり差が見られない。教育機関や支援団体などの特定のサポートネット
ワークが存在するためと考えられる。

病気が原因でひきこもりとなった群では、病気や健康問題が身体的・心理的なストレスを増大
させ、居場所を確保することが困難になっている可能性が考えられ、この群に対しては、医療
的なサポートやリハビリテーションなどの支援がとくに重要である。ひきこもりの原因によっ
て安心できる居場所の数には差異があり、その背後には心理的、社会的な要因が関与している
ことが考えられる。 20



図表３：分散分析の結果 (15~39歳・原因別)
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終章
本論は、ひきこもりに関するさまざまな要因を検討し、都市部と地方部、年齢階層による違いを考察したのみでなく、ひきこもりとなった最
大の原因や孤独感、幸福感、居場所の数等に与える影響についても分析を行った。

・都市規模

都市規模が大きくなるにつれて、ひきこもりの割合が高くなる傾向が示された。

・幸福感と孤独感

ひきこもり群は非ひきこもり群に比べて幸福感が低く、孤独感が高いという結果が示された。

▷ひきこもり当事者が自発的に社会への参加を辞め、好んでひきこもりを選択しているのであれば、「幸福感に差はない（もしくは幸福感が
高まる）」という仮説が」考えられるが、棄却された。

一定数のひきこもりは自らが望んでひきこもりを選択しているのではなく、むしろ社会的要因によって追い込まれてひきこもりとなっている
ことがわかる。社会的ネットワークの欠如は、社会的資源へのアクセスの困難さや社会的なサポートの欠如を意味し、ひきこもりからの脱却
はさらに困難なものとなる。

・インターネット上でのコミュニケーションの視点

インターネットが補完的な社会的つながりの手段として機能している一方で、ネット上の会話はより広範なコミュニティを選択的に参加可能
であり、原則的に表層的な交流となる。また、ひきこもり郡の方が家族や親族との会話頻度は低く、対面でのコミュニケーションが不足して
いることが、幸福感を低下させていると考えられる。インターネットにおけるコミュニケーションでは、深い感情的なつながりや社会的な支
援が不足してしまうため、インターネット上の交流が完全な代替となるわけではない。

インターネットを活用した支援プログラムやオンラインコミュニティの活用は、ひきこもりの予防や支援現場への接触段階としては一部有効
であるが、それだけでなくオンラインでひきこもり当事者とつながりを形成した後の対面でのサポートや地域コミュニティとの連携が重要で
ある。
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終章

・支援施設の認知度

ひきこもり群の方が支援機関に対する認知が低いことが示された。

特に、ひきこもり地域支援センターや精神保健福祉センターの認知率は13.9％と13.2％と極めて低く、非ひきこもり
群でも、ひきこもり地域支援センターは10.5%、精神保健福祉センターは14.8%であった。ひきこもり当事者やその家
族が支援を受ける機会の不足に繋がるため、情報啓発活動やアクセスの改善は、ひきこもり問題の解決に向けて急務
である。

・ひきこもりの原因別での分散分析

人間関係が原因でひきこもりとなった群では幸福感が低く、孤独感も強いことが示された。

・今後の課題

支援機関やサービスへの認知度向上を図るための情報啓発活動を強化し、ひきこもり当事者やその家族が必要な支援
にアクセスできるようにすることは必須であり、地域社会全体での支援体制の強化が求められる。ひきこもりの原因
は多様であり、個々人で異なるため、原因に応じたオーダーメイド型の支援が必要である。一概に就労支援のみを行
うのではなく、人間関係が原因である場合は、対人関係の改善に向けて居場所支援の段階からのオーダーメイド型の
伴走型支援が必要となる。

本研究は、ひきこもりに対する理解を深め、ひきこもり支援の正当性を裏付けるとともに、支援体制の強化が不可欠
であることを示唆した。今後の研究や福祉実践において、これらの知見を活かし、より効果的な支援策の開発と実施
が期待する。
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